
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆大企業のパート労働者にも適用へ 

今年 10 月から、厚生年金保険・健康保険（社会保険）

の加入対象者が広がります。 

現在は、一般的に週 30 時間以上働く人が社会保険の

加入対象となっていますが、10 月からは従業員 501 人

以上の企業において週 20 時間以上働く人などにも対象

が拡大されます。 

なお、平成 31 年以降は従業員 500 人以下の事業所も

適用していく予定です。 

 

◆新たに加入することになる対象者とは？ 

（１）１週間の所定労働時間が 20 時間以上 

（２）月額賃金が 88,000 円以上（年収 106 万円以上／

残業代や交通費などは含まない） 

（３）継続して 1 年以上雇用されることが見込まれてい

る 

 

 

 

雇用する労働者の数が 300 人を超えない事業主）が行

動計画に定める取組みを実施した場合に 30 万円が支給

され、（２）事業主が行動計画に定める取組みを実施し、

かつ、数値目標を達成した場合に 30 万円が支給される

内容です。 

 

◆雇用管理のあり方を見直す第一歩に 

労働力人口が減少する中、女性の進出が不可欠となっ

ています。 

とはいえ、単純に今まで男性に適用してきた雇用管理

をそのまま女性に移行させることは難しく、今回の女性

活躍推進法の成立によって、企業は今後あらためて働き

方を変える意識を持つことが重要となってきています。 

10 月から社会保険の加入対象者が拡大しま

す！ 

 

 

 

◆マタハラ・育休に関する相談が増加 

2015 年度に全国の労働局の雇用均等室に寄せられた

マタハラに関する相談件数が 4,762 件となり、過去最多

を 2 年連続で更新しました。4,000 件を超えたのは初め

てのことです。 

相談内容で最も多かったのが、「婚姻や妊娠、出産を

理由とした不利益取扱い」で 2,650 件（前年比 17.7 ポ

イント増）、次いで「育児休業での不利益取扱い」が

1,619 件（同 20.8 ポイント増）となっています。 

近年、マタハラが社会問題化しており、認知が広がっ

ていることも影響しているようです。 

 

◆解釈通達も確認を 

妊娠を理由とした降格が男女雇用機会均等法に違反

するとした 2014 年 10 月の最高裁判決を受け、厚生労

働省は「妊娠・出産・育児休業等の事由を『契機として』

不利益取扱いが行われた場合は、原則として妊娠・出

産・育休等を『理由として』不利益取扱いがなされたと

解され、法違反」とする通知を労働局に出しています。 

これに関しては、同省から「妊娠・出産・育児休業等

を契機とする不利益取扱いに係るＱ＆Ａ」が出ています

ので確認しておきましょう。 

平成 2８年 8 月号 

連絡先：〒714－0057  

岡山県笠岡市金浦 1567-2 

TEL：0865-66-0453  / FAX:0865-75-0241 

e-mail：yukari.kuwada@alive-sharoushi.com 

 

就業規則に「懲戒処分」明記も！ 

企業に求められる「マタハラ」防止対策 

 

◆就業規則に「マタハラ懲戒」 

厚生労働省は、妊娠や出産を理由とした職場における

嫌がらせを意味する「マタニティ・ハラスメント（マタ

ハラ）」の防止対策の１つとして、企業が対処方針を就

業規則などに明記し、加害者を懲戒処分とすることなど

を求める指針案を示しました。 

この指針は今年 3 月に成立した改正男女雇用機会均

等法などに基づくもので、来年 1 月の施行に合わせて

運用が始まる予定です。 

 

◆マタハラ・育休に関する相談が増加 

2015 年度に全国の労働局の雇用均等室に寄せられた

マタハラに関する相談件数が 4,762 件となり、過去最多

を 2 年連続で更新しました。4,000 件を超えたのは初め



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆就業規則の確認、防止体制の整備を 

冒頭で述べたとおり、厚生労働省の指針案では就業規

則等に「懲戒処分」に関する規定を盛り込むことで、加

害者に対して厳しく処分することを求めています。 

この他にも、マタハラ防止のための周知・啓発や相談

体制の整備、再発防止策などを求めていますので、企業

としては、今一度しっかりと自社の就業規則、マタハラ

防止体制などを確認しておくことが必要です。 

 

 

 

◆企業も労働者も悩む「仕事と介護の両立」問題 

介護休業制度は、家族を介護している労働者が最長

93 日間取得することができ、その間、介護休業給付と

して休業前賃金の 40％相当額を受け取ることができま

す。 

要件を満たす非正規労働者も取得できますが、取得割

合は約 16％にとどまり、年間約 10 万人が「介護離職」

をしていると言われ、制度が十分に機能していないとい

う問題があります。 

 

◆介護休業制度をめぐる法改正 

介護離職者には企業の中核を担う40～50歳代の人も

多いことから、制度を活用しやすくするための改正案が

今年の通常国会で成立し、来年 1 月 1 日から施行され

ることとなりました。 

主な改正点は、（１）最大 3 分割で取得可能（上限 93

日間）、（２）祖父母や兄弟姉妹のための介護休業の同居

要件廃止、（３）介護休業給付金の支給率を 67％にアッ

プです。 

 

◆取得できる基準の緩和でより取得しやすく 

上記改正法の施行に合わせて、厚生労働省は、介護休

業の取得基準を緩和する方針を決めました。現行基準は

特別養護老人ホームへの入所が必要かどうか（要介護 2

～3 程度）が目安となっていましたが、介護認定と連携

していないためわかりにくいという声もあり、介護休業

の利用低迷の一因ともなっていました。 

 

 

 

 

 

８月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付 

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出 

＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞ 

［労働基準監督署］ 

 

31 日 

○ 個人事業税の納付＜第１期分＞ 

［郵便局または銀行］ 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付 

＜第２期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出 

［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

 

 

［公共職業安定所］ 

 

［郵便局または銀行］ 

○ 特例による源泉徴収税額の納付＜１月～６月分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出［公共職業安定

「介護休業」取得の判断基準を緩和へ 

 

新基準では、要介護 2 以上なら休業を取得できるこ

とが明記され、要介護 1 以下でも、見守りの必要度

に応じて休業が取得できるようになります。 

 

◆就業規則、育児・介護休業規程の整備が必要 

上記の通り、介護休業制度については来年 1 月 1 日

から施行される改正法の影響もあり、企業は就業規

則や育児・介護休業規程の見直しが必要となりま

す。 

 


